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テレワーク等の柔軟な働き⽅に対応した勤務時間制度等の在り⽅に関する
研究会の開催について

１．開催趣旨
新型コロナウイルス感染症への対応を契機として、官⺠を問わずテレワークによ

る働き⽅が広がってきている。国家公務員については、「国家公務員テレワーク・
ロードマップ」（令和３年３⽉30⽇改定。各府省情報化統括責任者（CIO）連絡会
議決定）において、令和７年度までに、テレワークを活⽤することで、「新しい⽇
常」に対応し、如何なる環境下においても必要な公務サービスを提供できる体制を
整備することを⽬指すとされている。

⼈事院は、令和３年８⽉の⼈事院勧告時の報告において「各府省の取組状況や⺠
間の動向等を踏まえつつ、現⾏のフレックスタイム制の柔軟化など、テレワーク等
の柔軟な働き⽅に対応した勤務時間制度等の在り⽅について検討を⾏うため、有識
者による研究会を設ける」旨を表明したところであり、これを踏まえ、「テレワー
ク等の柔軟な働き⽅に対応した勤務時間制度等の在り⽅に関する研究会」を開催す
る。

２．主な検討事項
(1) フレックスタイム制の柔軟化、休憩時間の柔軟化、テレワーク中のみなし勤務
や裁量勤務制の適⽤、現⾏の勤務時間制度の⾒直しの⽅向性

(2) テレワークを⾏う職員の作業環境の整備や健康状態の把握等の在り⽅
(3) 勤務間インターバル確保の⽅策
(4) その他テレワークの推進に資する制度運⽤⾯の改善等
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